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資料1 「森林地崩壊予測システム開発」の概要
アドオン額：18,387千円（農林水産省）

元施策・有/PRISM事業・R2終了

 （課題）近年の集中豪雨の増加により各地で斜面崩壊が多発しており、情報技術を活用した災害リスクの事前予測や災害後の
迅速な対応を可能にする技術開発が必要である。

 （目標）高精度な災害危険地抽出技術の開発と林道等の山地インフラ情報の共有・活用体制の構築で、新たな民間ビジネスを
創出するとともに、山地防災力を向上する。

課題と目標

 民間研究開発投資誘発効果：これまで遅れていた山地森林域の空間データの新たな活用技術を提案して、空間情報サービスを
提供する民間企業の森林・林業分野への参入を促進。（年間３億円規模）

 民間からの貢献額：３年で38百万円相当
（内訳）H30：３社計16,460千円、R1：３社計15,200千円、R2：３社計6,400千円
出口企業：朝日航洋（株）、（株）ノーザンシステム、Pacific Spatial Solutions（株）

 元施策：温暖化によって山地災害のリスクが高まる中で、森林の土砂崩壊・流出防止機能を評価するとともに、森林の防災機
能を発揮させるための森林管理技術を開発する。（R２年度：18,233千円）

 PRISMで実施する理由：民間企業の技術力を導入してAIを用いた危険地予測や情報技術を活用した研究成果の普及加速をはか
るため、PRISMで実施する。

 テーマの全体像：航空レーザー測量による高解像度地形データなど多様な空間データとAIを活用して過去の崩壊跡地や将来の崩
壊リスクが高い場所を抽出する技術を開発する。こうしたリスク情報と林道等の山地インフラ情報を統合した情報プラット
フォームを構築してプロジェクトの成果やデータを発信して、森林計画や地域防災への活用を促すとともに、プロジェクトの
成果を活用した民間ビジネスの創出に貢献する。

「森林地崩壊予測システム開発」の概要

 高精度な災害危険地抽出の開発と林道等の山地インフラ情報の共有化で、山地防災力向上のための環境を提供し、民間ビジネ
スを創出する。

 山地災害リスク情報とライフライン林道情報をSIP4D等関連分野に提供し、災害の応急対策に貢献する。

出口戦略

民間研究開発投資誘発効果等
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資料２ 「森林地崩壊予測システム開発」の概要

アドオン（農林水産省）：18,387千円
元施策名：（山地災害リスクを低減する技術の開発）
18,233千円

【開発のイメージ】

【PRISM】
・高解像度衛星やAIを活用して過去の崩壊多発域を抽出。
→AIによる崩壊リスクの事前予測に活用。

・高解像度地形データや衛星データ、MMS*1を活用し
た林道等の森林インフラの監視技術を開発。
→防災に配慮した森林管理計画、災害時の代替路として
の林道を評価。

・山地災害リスク情報を共有化する技術を開発。

・森林が発揮する力学的／水文学的防災効果を評価す
る技術を開発し、森林の土砂崩壊・流出防止機能の経
年変化を予測する技術を開発。

・山地災害リスクを考慮した新たな森林計画支援技術
を開発し、林業の活性化と森林の防災機能の発揮を両
立する森林管理技術を開発。

・普及・実用化支援組織の協力の下、開発した技術を
自治体や企業の森林整備計画や森林経営計画に適用。

*1MMS：3次元レーザ計測機とデジタルカメラによって、道路および周辺の3次元座標
データと連続映像を取得する車両搭載型計測装置

森林の防災機能を効率
的に発揮させるための
森林管理技術の開発

Ｃ

Ｃ

R2
• 森林の防災機能評価
技術の高度化

• 災害リスクを考慮し
た森林計画支援技術
の普及

R1
• 森林の防災機能評価
技術の開発

• 災害リスクを考慮し
た森林計画支援技術
の改良

H30
• 森林が発揮する防災
機能の実態解明

• 災害リスクを考慮し
た森林計画支援技術
の開発

元施策

Ｃ
H30
• 高解像度地形データ、崩
壊データの整備と崩壊地
自動抽出技術の開発

• 主要林道情報の収集と
GISデータ化

R1
• AIによる崩壊危険地抽出
の高精度化

• 災害リスク情報収集と共
有を効率化する技術の開
発

R2
• AIによる崩壊危険地メッ
シュ予測の高精度化

• 開発システムのモデル地
域への実装と普及

• サービスを利用するシス
テムの製品化

防災に配慮した森林計
画支援システムの技術
をWebGISで実装し、モ
デル地域で実用化

PRISM
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事業名等 当年度目標 目標の達成状況

①機械学習による危険地抽出技
術の開発

地域における発生要因を明らかにし、
地形・地質等の地域性の評価精度を
向上させる。

防府と広島の災害事例において、NDVI（正規化植生指
数：植生の分布状態や活性度を示す指数）と植生高をラ
ンダムフォレストに加え、メッシュ内の崩壊の有無を再
現するモデルの予測精度の向上（0.751→0.791）に成功。
NDVIと植生高を加えたモデルから広島豪雨を想定した
リスクマップを作成。

②AIを用いてCS立体図から森林
路網を自動抽出する技術の開発

昨年度までに整備した路網データと
CS立体図から、路網自動抽出アルゴ
リズムを開発し、精度を評価する。

岐阜県のCS立体図にアルゴリズムを適用し、オーバー
ラップ率65%の精度で路網抽出に成功。森林業務での活
用を開始。長野県でも適用。

③災害危険地を含む多様な山地
の空間情報を提供する情報プ
ラットフォームの構築

プロジェクトにおいて作成したCS立
体図を公開する。
CS立体図を活用する技術を開発する。

これまでプロジェクトで作成した岐阜・長野県のCS立
体図を整備しG空間情報センターから公開。
熊本県阿蘇、福岡県朝倉、広島、岡山、愛媛、高知、福
島県のCS立体図についても行政で活用するためのシス
テムを整備。森林業務にCS立体図を活用するための普
及用教材を提供。

④リスク情報と森林路網データ
を活用した災害時のライフライ
ンとしての林道の機能評価

災害時の迂回路としての林道の機能
評価技術を開発する。

昨年度抽出した過去の崩壊地形の分布データから林道の
ライフラインとしての機能を評価。

⑤山間地での森林計画や地域防
災、民間の高度な空間情報サー
ビスの展開の支援

ハッカソンを開催してプロジェクト
の成果を元にした技術開発を支援す
る。
民間企業により地域の森林計画や地
域防災で活用できる様々なサービス
を開発する。

岐阜県森林アカデミーのハッカソン（９月4日）に講師
を派遣して支援。
CS立体図自動作成サイトを構築。
民間の地理情報サービスにCS立体図等の基盤データを
提供。
行政の森林管理でAI技術や高解像度空間データを活用。

資料３ 「森林地崩壊予測システム開発」の目標達成状況

〇施策全体の目標
最新の情報技術による災害危険地抽出技術の開発と山地情報の共有化で、新たな民間ビジネスを創出するとともに、危険地情報を
考慮した森林計画等の策定及び山間地域の防災力の向上を実現。モデル地域における山地災害リスク情報とライフライン林道情報
をSIP4D等に提供し、災害時の応急対策に貢献。
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資料４ 「森林地崩壊予測システム開発」の成果

〇機械学習による危険地抽出技術の開発

〇山間地での森林計画や地域防災、民間の高度な空間情報サービスの展開の支援

植生高とNDVI 植生高のみ NDVIのみ 植生指標無し
AUC* 0.791 0.783 0.767 0.751

植生高の導入で森林の状態を考慮した危険度予測を可能に 岐阜県の講師データを用いてCRESI*を使用。路網の状
況を詳細に再現（オーバーラップ率0.65を達成）。長
野県の路網についても良好な精度で抽出（下の図）。

各地のCS立体図を
整備し順次公開

主要部を整備
一部地区
G空間で
公開済

〇AIを用いてCS立体図から森林路網を自動的に抽出する技
術を開発

*CRESI：衛星データから精度よく道路網を抽出するため
に開発されたアルゴリズム

航空レーザー測量による災害前の植生高を考慮したリスク予測技術

*AUC：モデルの分類結果の有効性を評価する指標。
0.8以上；効果大 0.7‐0.8：効果有 0.6‐0.7：効果多少有 0.5‐0.6：効果無

東広島地区について1998年災害と同程度の500mmの豪雨を想
定したリスクマップを作成し近畿中国森林管理局に提供した

FMEによるCS立体図自動作成ツールを開発でデータ整備を加速 Webによるデータ公開

林業専用ICTプラット
フォームを提供する製品
に採用され林業分野への
民間企業参入に貢献

民間企業の
利用も開始

ブレイクスルー社の林業
用アプリ（β版、インス
トール回数15000以上）

入力画像 抽出結果
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資料４ 「森林地崩壊予測システム開発」の成果

成果の社会実装：プロジェクト成果を森林行政向けWebGISで活用

CS立体図や路網のデータをWebGISで共有し活用
（岐阜県）

AIで抽出した崩壊跡地形データは災害時の被害点検など岐阜県民有林の管理に活用

プロジェクト成果を林野庁の災害調査アプリで活用
森林技術講習所の普及活動に講師を派遣予定

ArcGISオンラインでデータを共有

スマホで
参照

現地情報
登録

危険個所の状況を現地で確認
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資料４ 「森林地崩壊予測システム開発」の成果

成果の発信：プロジェクト成果を林業技術ハッカソンや学術雑誌で発信

岐阜県で林業×ITハッカソンを開催
（2019の様子、2020はWeb開催） 大丸・戸田 (2021) 地形41(4)
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資料４ 「森林地崩壊予測システム開発」の成果

PRISMで整備した地理情報技術やデータの活用により元施策「山地災害リスクを低減
する技術の開発」の目標である「安全な林業を支援する技術の普及」を加速した

長野県

岐阜県

兵庫県

安全な林業に向けてCS立体図やリスクマップ等
のデータを提供するシステムをPRISMで整備

現地で検証

CS立体図

データ提供システム
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資料４ 「森林地崩壊予測システム開発」の成果

事例３）岐阜県ではPRISMで整備したCS立体図と路網データを活用して森林作業道事前チェックシステム
を開始し林業地での災害防止に活用

第65回森林計画研究発表大会(東京都:2018年2月）で優秀賞を受賞
事例１）PRISMの成果を郡上市の森林ゾーニングで活用

PRISMの成果を元にインハウス課題でITを活用した森林ゾーニング技術を提案

ITを活用した森林ゾーニングの動きは国（林野庁）や全国の自治体に拡大中
R2年度までに岐阜・長野・兵庫県で防災を考慮した森林計画を支援した

事例２）郡上市で災害を想定し維持管理・改良の
優先対象となる林道を抽出する技術を試行

• AIによる危険地から遮断リスクを評価
• 災害時の迂回路機能を考慮して整備優先度を評価
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当年度当初見込み 当年度

参画企業から人員や機材等に研究
開発資金（6,400千円）を拠出。

参画企業からの研究開発投資実績

• 民間のAI技術や情報解析・配信技術を活用して技術開発と成果の普及を加速。

資料５ 「森林地崩壊予測システム開発」の民間からの貢献及び出口の実績

〇民間からの貢献額：研究参画者の人件費や開発費の提供にH30～R２の３年間で38,060千円相当の研究開発投資。
①（内訳）H30：16,460千円
②（内訳）R元：15,200千円
③（内訳）R２：6,400千円

当年度当初見込み 当年度実績

• CS立体図等を活用した危険地の評価技術を開発し、森林防
災で活用する技術を提供。

• PRISM課題で提供したデータを活用した技術開発を誘発。

 岐阜、長野、福岡、広島等全国８地区のCS立体図を配信。
 CS立体図の活用を可能にする小型端末を開発。
 CS立体図の作成を支援するためのWebサービスを開発。
 森林の防災機能を考慮した山地災害リスク予測技術の開発。
 岐阜県の森林ハッカソンで森林路網データの活用技術開発を
支援。

 具体的な危険地を想定して林道のライフライン機能を評価す
る技術を開発。

 森林行政の基盤データや民間製品のWeb地図として採用

〇出口戦略
• 高精度な災害危険地抽出の開発と林道等の山地インフラ情報の共有化で、山地防災力向上のための環境を提供し、民間ビジネ
スを創出。

• 山地災害リスク情報とライフライン林道情報を自治体の森林管理部門や防災部門に提供し、森林管理や災害の応急対策に貢献。

参画企業 貢献額（千円） 貢献内容

株式会社ノーザンシステム 1,800 森林路網自動抽出技術の開発：人件費、旅費

朝日航洋株式会社 2,300 G-KANによる情報配信システムの構築、ハッカソン技術支援：
機材費、人件費、旅費

Pacific Spatial Solutions株式会社 2,300 CS立体図自動作成システムの開発、オフライン対応型端末シス
テムの開発：人件費、旅費

合計 6,400
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